広島県民の消費生活の安定と向上を促進する条例
（昭和五十一年三月二十九日条例第一号）
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[bookmark: JUMP_SEQ_40][bookmark: MOKUJI_15][bookmark: JUMP_GOU_7_0_0]七　商品若しくは役務又はこれらの取引行為により不当に受けた被害から速やかに救済される権利
[bookmark: JUMP_SEQ_41][bookmark: JUMP_SEQ_42][bookmark: MOKUJI_16][bookmark: JUMP_JYO_3_0_0]（県の責務）
[bookmark: JUMP_SEQ_43]第三条　県は、前条に規定する基本理念にのっとり、県民の消費生活の安定及び向上を促進するための施策を総合的に策定し、及びこれを実施するものとする。
[bookmark: JUMP_SEQ_44][bookmark: JUMP_SEQ_45][bookmark: MOKUJI_17][bookmark: JUMP_JYO_4_0_0]（事業者の責務）
[bookmark: JUMP_SEQ_46]第四条　事業者は、第二条に規定する基本理念を踏まえ、その供給する商品及び役務について、次に掲げる責務を有する。
[bookmark: JUMP_SEQ_47][bookmark: MOKUJI_18]一　消費者の安全及び消費者との取引における公正を確保すること。
[bookmark: JUMP_SEQ_48][bookmark: MOKUJI_19]二　消費者に対し必要な情報を明確かつ平易に提供すること。
[bookmark: JUMP_SEQ_49][bookmark: MOKUJI_20]三　消費者との取引に際して、消費者の知識、経験及び財産の状況等に配慮すること。
[bookmark: JUMP_SEQ_50][bookmark: MOKUJI_21]四　消費者との間に生じた苦情を適切かつ迅速に処理するために必要な体制の整備等に努め、当該苦情を適切に処理すること。
[bookmark: JUMP_SEQ_51][bookmark: MOKUJI_22]五　県が実施する消費生活に関する施策に協力すること。
[bookmark: JUMP_SEQ_52][bookmark: MOKUJI_23][bookmark: JUMP_KOU_2_0]２　事業者は、消費者に供給する商品及び役務について、環境の保全に配慮するとともに、当該商品及び役務について品質等を向上させ、その事業活動に関し自らが遵守すべき基準を作成すること等により消費者の信頼を確保するよう努めなければならない。
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[bookmark: JUMP_SEQ_55]第四条の二　事業者団体は、事業者の自主的な取組みを尊重しつつ、事業者と消費者との間に生じる苦情の処理の体制の整備、事業者自らがその事業活動に関し遵守すべき基準の作成の支援その他の消費者の信頼を確保するための自主的な活動に努めるものとする。
[bookmark: JUMP_SEQ_56][bookmark: JUMP_SEQ_57][bookmark: MOKUJI_25][bookmark: JUMP_JYO_5_0_0]（消費者の役割）
[bookmark: JUMP_SEQ_58]第五条　消費者は、自ら消費生活に必要な知識を修得し、自主的かつ合理的に行動するよう努めるものとする。
[bookmark: JUMP_SEQ_59][bookmark: MOKUJI_26]２　消費者は、消費生活に関し、環境の保全及び知的財産権等の適正な保護に配慮するよう努めるものとする。
[bookmark: JUMP_SEQ_60][bookmark: JUMP_SEQ_61][bookmark: MOKUJI_27][bookmark: JUMP_JYO_5_2_0]（消費者団体の役割）
[bookmark: JUMP_SEQ_62]第五条の二　消費者団体は、消費生活に関する情報の収集及び提供並びに意見の表明、消費者に対する啓発及び教育、消費者の被害の防止及び救済のための活動その他の消費者の消費生活の安定及び向上を図るための健全かつ自主的な活動に努めるものとする。
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[bookmark: JUMP_SEQ_65][bookmark: JUMP_SEQ_66][bookmark: MOKUJI_29]第五条の三　県は、この条例に定める施策の実施について、市町の協力を求めるものとする。
２　県は、市町が実施する消費生活の安定及び向上に関する施策について、必要な情報の提供及び技術的支援その他の協力を行うものとする。
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[bookmark: JUMP_SEQ_69]第六条　県は、消費者の自立を支援するため、消費生活に関する情報提供及び知識の普及等消費者に対する啓発活動を推進するとともに、消費生活に関する教育を充実するよう必要な施策を講ずるものとする。
（消費生活相談等）
第六条の二　消費者安全法（平成二十一年法律第五十号）第十条第一項の機関は、環境県民局に置かれる同法第八条第一項各号に掲げる事務及びこの条例に基づき知事が行う事務を分掌する内部組織（以下「消費生活担当課」という。）とする。
２　消費生活担当課に、前項に規定する事務を掌理する長及び必要な職員を置く。
３　消費生活担当課の名称及び住所並びに消費者安全法第十条の三第二項に規定する消費生活相談の事務を行う日及び時間は、広島県報で公示するものとする。公示した事項を変更しようとするときも同様とする。
４　知事は、消費者安全法第八条第一項各号に掲げる事務の実施により得られた情報の漏えい、滅失又は毀損の防止その他の当該情報の適切な管理のために必要な措置を講じるものとする。
[bookmark: JUMP_SEQ_70][bookmark: JUMP_SEQ_71][bookmark: MOKUJI_31]第二章　広島県消費生活審議会及び広島県消費者苦情処理委員会の設置
[bookmark: JUMP_SEQ_72][bookmark: MOKUJI_32][bookmark: JUMP_JYO_7_0_0]（広島県消費生活審議会の設置）
[bookmark: JUMP_SEQ_73]第七条　知事の諮問に応じ、県民の消費生活に関する重要事項を調査審議するため、知事の附属機関として広島県消費生活審議会（以下「審議会」という。）を設置する。
[bookmark: JUMP_SEQ_74][bookmark: MOKUJI_33][bookmark: JUMP_JYO_8_0_0]（審議会の組織）
[bookmark: JUMP_SEQ_75]第八条　審議会は、委員二十人以内で組織する。
[bookmark: JUMP_SEQ_76][bookmark: MOKUJI_34]２　審議会の委員は、次に掲げる者のうちから知事が任命する。
[bookmark: JUMP_SEQ_77][bookmark: MOKUJI_35]一　消費者を代表する者
[bookmark: JUMP_SEQ_78][bookmark: MOKUJI_36]二　事業者を代表する者
[bookmark: JUMP_SEQ_79][bookmark: MOKUJI_37]三　市町を代表する者
[bookmark: JUMP_SEQ_80][bookmark: MOKUJI_38]四　学識経験を有する者
[bookmark: JUMP_SEQ_81][bookmark: JUMP_SEQ_82][bookmark: MOKUJI_39][bookmark: JUMP_JYO_9_0_0]（審議会の委員の任期等）
[bookmark: JUMP_SEQ_83]第九条　審議会の委員の任期は、二年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。
[bookmark: JUMP_SEQ_84][bookmark: MOKUJI_40]２　審議会の委員は、再任されることができる。
[bookmark: JUMP_SEQ_85][bookmark: MOKUJI_41][bookmark: JUMP_JYO_10_0_0]（審議会の会長）
[bookmark: JUMP_SEQ_86]第十条　審議会に会長を置き、委員の互選によってこれを定める。
[bookmark: JUMP_SEQ_87][bookmark: MOKUJI_42]２　会長は、会務を総理する。
[bookmark: JUMP_SEQ_88][bookmark: MOKUJI_43][bookmark: JUMP_KOU_3_0]３　会長に事故があるときは、会長があらかじめ指名する委員が、その職務を代理する。
[bookmark: JUMP_SEQ_89][bookmark: MOKUJI_44][bookmark: JUMP_JYO_11_0_0]（部会）
[bookmark: JUMP_SEQ_90]第十一条　審議会に、部会を置くことができる。
[bookmark: JUMP_SEQ_91][bookmark: MOKUJI_45]２　部会に部会長を置き、会長の指名する委員がこれに当たる。
[bookmark: JUMP_SEQ_92][bookmark: MOKUJI_46]３　部会に属すべき委員は、会長が指名する。
[bookmark: JUMP_SEQ_93][bookmark: MOKUJI_47][bookmark: JUMP_JYO_12_0_0]（審議会の庶務）
[bookmark: JUMP_SEQ_94]第十二条　審議会の庶務は、環境県民局において処理する。
[bookmark: JUMP_SEQ_95][bookmark: JUMP_SEQ_96][bookmark: MOKUJI_48][bookmark: JUMP_JYO_13_0_0]（広島県消費者苦情処理委員会の設置）
[bookmark: JUMP_SEQ_97]第十三条　事業者が消費者に供給する商品又は役務に関し消費者から生じた苦情（以下「消費者苦情」という。）を解決するための調停を行うほか、消費者が事業者を相手に提起する訴訟の援助に関する事項を調査審議するため、知事の附属機関として広島県消費者苦情処理委員会（以下「委員会」という。）を設置する。
[bookmark: JUMP_SEQ_98][bookmark: MOKUJI_49][bookmark: JUMP_JYO_14_0_0]（委員会の組織）
[bookmark: JUMP_SEQ_99]第十四条　委員会は、委員五人で組織する。
[bookmark: JUMP_SEQ_100][bookmark: MOKUJI_50]２　委員会の委員は、学識経験を有する者のうちから知事が任命する。
[bookmark: JUMP_SEQ_101][bookmark: MOKUJI_51][bookmark: JUMP_JYO_15_0_0]（準用）
[bookmark: JUMP_SEQ_102]第十五条　第九条、第十条及び第十二条の規定は、委員会について準用する。
[bookmark: JUMP_SEQ_103][bookmark: MOKUJI_52][bookmark: JUMP_JYO_16_0_0]（委任）
[bookmark: JUMP_SEQ_104]第十六条　この章に定めるもののほか、審議会及び委員会の運営に関し必要な事項は、規則で定める。
[bookmark: JUMP_SEQ_105][bookmark: MOKUJI_53]第三章　消費者の権利の擁護及び増進に関する施策
[bookmark: JUMP_SEQ_106][bookmark: JUMP_SEQ_107][bookmark: MOKUJI_54][bookmark: JUMP_JYO_17_0_0]（危害の防止）
[bookmark: JUMP_SEQ_108]第十七条　事業者は、その欠陥により消費者の生命、身体又は財産に危害を及ぼすことが明らかな商品又は役務（以下「欠陥商品等」という。）を供給してはならない。
[bookmark: JUMP_SEQ_109][bookmark: MOKUJI_55]２　事業者は、消費者に供給した商品又は役務が欠陥商品等であることが明らかになったときは、直ちに知事にその旨を報告するとともに、当該商品又は役務の供給の中止、当該商品の回収又は周知その他危害を防止するため必要な措置を講じなければならない。
[bookmark: JUMP_SEQ_110][bookmark: MOKUJI_56][bookmark: JUMP_JYO_18_0_0]第十八条　知事は、事業者が消費者に供給する商品又は役務が、その欠陥により消費者の生命、身体又は財産に危害を及ぼすおそれがあると認めるときは、速やかに必要な調査を行うものとする。
[bookmark: JUMP_SEQ_111][bookmark: MOKUJI_57]２　知事は、前項の規定による調査の結果、当該調査の対象となった商品又は役務が欠陥商品等であると認めるときは、当該商品又は役務を供給している事業者に対し、その旨を通知するとともに、前条第二項に規定する措置を講ずるよう指導し、又は勧告するものとする。
[bookmark: JUMP_SEQ_112][bookmark: MOKUJI_58]３　知事は、前項の規定により勧告した場合において必要があると認めるときは、当該勧告を受けた事業者に対し、当該勧告に基づいて講じた措置及びその結果について、報告を求めることができる。
[bookmark: JUMP_SEQ_113][bookmark: MOKUJI_59][bookmark: JUMP_JYO_18_2_0]（危害防止のための立証要求）
[bookmark: JUMP_SEQ_114]第十八条の二　知事は、前条第一項の調査の結果又は途中において、事業者が消費者に供給する商品又は役務が、その欠陥により消費者の生命又は身体に重大な危害を及ぼすおそれがあると認めるときは、その商品又は役務を供給する事業者に対し、資料の提出その他の方法により、その商品又は役務が安全であることの立証を要求することができる。
[bookmark: JUMP_SEQ_115][bookmark: JUMP_SEQ_116][bookmark: MOKUJI_60][bookmark: JUMP_JYO_18_3_0]（緊急危害防止措置）
[bookmark: JUMP_SEQ_117]第十八条の三　知事は、事業者が消費者に供給する商品又は役務が、その欠陥により消費者の生命又は身体に重大な危害を及ぼすおそれがあると認める場合において、当該危害を防止するため緊急の必要があると認めるときは、法令に定める措置をとる場合を除き、当該商品又は役務の名称、これを供給する事業者の住所及び氏名又は名称その他必要な事項を県民に明らかにするものとする。
[bookmark: JUMP_SEQ_118][bookmark: MOKUJI_61]２　知事が前項の規定により県民に明らかにしたときは、当該商品又は役務を供給する事業者は、直ちに当該商品又は役務の供給の中止、当該商品の回収又は周知その他危害を防止するため必要な措置を講じなければならない。
[bookmark: JUMP_SEQ_119][bookmark: JUMP_SEQ_120][bookmark: MOKUJI_62][bookmark: JUMP_JYO_19_0_0]（品質等の表示の適正化）
[bookmark: JUMP_SEQ_121]第十九条　事業者は、消費者が誤りなく商品又は役務を選択することができるようにするため、消費者に供給する商品又は役務について、品質、量目、価格、製造年月日（食品にあつては、消費期限又は賞味期限）、保存方法、保証期間、事業者名等を適正に表示するよう努めなければならない。
[bookmark: JUMP_SEQ_122][bookmark: MOKUJI_63]２　事業者は、消費者が価格の正確な比較をすることができるようにするため、消費者に供給する商品について、基準単位量及びこれに対応する価格をわかりやすく表示するよう努めなければならない。
[bookmark: JUMP_SEQ_123][bookmark: JUMP_SEQ_124][bookmark: MOKUJI_64][bookmark: JUMP_JYO_19_2_0]（広告の適正化）
[bookmark: JUMP_SEQ_125]第十九条の二　事業者は、消費者に供給する商品又は役務に関する広告について、虚偽又は誇大な表現、消費者が選択を誤るおそれのある表現その他の不適正な表現を避け、消費者が商品又は役務を正しく選択するために必要とする正確な情報を消費者に提供しなければならない。
[bookmark: JUMP_SEQ_126][bookmark: JUMP_SEQ_127][bookmark: MOKUJI_65][bookmark: JUMP_JYO_20_0_0]（包装の適正化）
[bookmark: JUMP_SEQ_128]第二十条　事業者は、消費者に供給する商品について、環境の保全に配慮するとともに、消費者に誤認を与え、又は内容物の保護若しくは品質の保全に必要な限度を超える包装を行わないようにしなければならない。
[bookmark: JUMP_SEQ_129][bookmark: JUMP_SEQ_130][bookmark: MOKUJI_66][bookmark: JUMP_JYO_21_0_0]（アフターサービスの適正化）
[bookmark: JUMP_SEQ_131]第二十一条　事業者は、消費者に供給した商品に対する修理等のアフターサービスの徹底に努めなければならない。
[bookmark: JUMP_SEQ_132][bookmark: MOKUJI_67][bookmark: JUMP_JYO_22_0_0]（自主基準の設定）
[bookmark: JUMP_SEQ_133]第二十二条　事業者は、消費者が容易に商品又は役務の選択ができるようにするため、消費者に供給する商品又は役務について、規格、表示の基準、包装の基準その他必要な事項に関する基準（以下単に「基準」という。）を自主的に定めるよう努めなければならない。
[bookmark: JUMP_SEQ_134][bookmark: MOKUJI_68]２　知事は、事業者が前項の規定により定める基準に関し必要な指導又は助言を行うものとする。
[bookmark: JUMP_SEQ_135][bookmark: MOKUJI_69][bookmark: JUMP_JYO_23_0_0]（県の基準の設定）
[bookmark: JUMP_SEQ_136]第二十三条　知事は、消費者の利益の擁護及び増進のため特に必要があると認めるときは、事業者が消費者に供給する商品又は役務について、基準を定めることができる。
[bookmark: JUMP_SEQ_137][bookmark: MOKUJI_70]２　知事は、前項の規定により基準を定めようとするときは、審議会の意見を聴くものとする。これを変更し、又は廃止しようとするときも、同様とする。
[bookmark: JUMP_SEQ_138][bookmark: MOKUJI_71]３　事業者は、消費者に供給する商品又は役務が第一項の規定により定められた基準（以下「県の基準」という。）に適合するようにしなければならない。
[bookmark: JUMP_KOU_4_0][bookmark: JUMP_SEQ_139][bookmark: MOKUJI_72]４　知事は、事業者が消費者に供給する商品又は役務が県の基準に適合していないと認めるときは、当該事業者に対し、県の基準に適合した商品又は役務を消費者に供給するよう指導し、又は勧告するものとする。
[bookmark: JUMP_SEQ_140][bookmark: JUMP_SEQ_141][bookmark: MOKUJI_73][bookmark: JUMP_JYO_24_0_0]（試験、検査等の実施）
[bookmark: JUMP_SEQ_142]第二十四条　知事は、消費者の利益の擁護及び増進のため、必要に応じ、事業者が消費者に供給する商品について、試験、検査等を行うものとする。
[bookmark: JUMP_SEQ_143][bookmark: JUMP_SEQ_144][bookmark: MOKUJI_74][bookmark: JUMP_JYO_24_2_0]（不当な取引行為の禁止）
[bookmark: JUMP_SEQ_145]第二十四条の二　事業者は、その供給する商品又は役務の取引に当たって、次の各号のいずれかに該当する行為で知事が指定する行為（以下「不当な取引行為」という。）を行つてはならない。
[bookmark: JUMP_SEQ_146][bookmark: MOKUJI_75]一　消費者に対し商品又は役務の売買又は提供に係る契約（以下「商品売買契約等」という。）の締結について勧誘しようとして、消費者に迷惑を及ぼし、又は消費者を欺いて消費者に接触する行為
[bookmark: JUMP_SEQ_147][bookmark: MOKUJI_76]二　消費者との商品売買契約等の締結又はその勧誘に際して、口頭によると文書によるとを問わず、消費者が当該商品売買契約等に関する事項を正確に認識することを妨げるおそれがある行為
[bookmark: JUMP_SEQ_148][bookmark: MOKUJI_77]三　消費者との商品売買契約等の締結又はその勧誘に際して、契約を締結させようとして消費者に害を加え、消費者を威迫し、又は困惑させる等消費者の自由な意思形成を妨げるおそれがある行為
[bookmark: JUMP_SEQ_149][bookmark: MOKUJI_78]四　消費者に不当に不利益となる内容の条項を含む商品売買契約等を締結させる行為
[bookmark: JUMP_SEQ_150][bookmark: MOKUJI_79]五　消費者との商品売買契約等に関し、消費者又はその関係人を欺き、威迫し、又は困惑させる等により、商品売買契約等（当該契約の成立、存続又はその内容について当事者間で争いのあるものを含む。）に基づく債務の履行を請求し、又は当該債務を履行させる行為
[bookmark: JUMP_SEQ_151][bookmark: MOKUJI_80]六　消費者との商品売買契約等に関し、法令の規定若しくは契約に基づく債務の全部若しくは一部の履行を拒否し、又は正当な理由なく遅延させる行為
[bookmark: JUMP_SEQ_152][bookmark: MOKUJI_81]七　消費者との商品売買契約等に関し、法律上認められた消費者の権利の行使を妨げるおそれがある行為
[bookmark: JUMP_GOU_8_0_0][bookmark: JUMP_SEQ_153][bookmark: MOKUJI_82]八　商品若しくは役務を販売若しくは提供する事業者からの商品若しくは役務の購入若しくは提供を受けることを条件若しくは原因として信用の供与をする契約又は保証を受託する契約（以下「与信契約等」という。）について、消費者の利益を不当に害することを知っていた、又は知り得べきであったにもかかわらず、その締結を勧誘し、若しくは締結させ、又は消費者の利益を不当に害する方法で与信契約等に基づく債務の履行を迫り、若しくは債務の履行をさせる行為
[bookmark: JUMP_SEQ_154][bookmark: JUMP_SEQ_155][bookmark: MOKUJI_83][bookmark: JUMP_JYO_24_3_0]（不当な取引行為の是正措置）
[bookmark: JUMP_SEQ_156]第二十四条の三　知事は、事業者が不当な取引行為を行つている疑いがあると認めるときは、速やかに必要な調査を行うものとする。
[bookmark: JUMP_SEQ_157][bookmark: MOKUJI_84]２　知事は、前項の規定による調査の結果、当該調査の対象となつた事業者が前条第一項に違反していると認めるときは、当該事業者に対し、その旨を通知するとともに、当該違反に係る是正措置を講ずるよう指導し、又は勧告するものとする。
[bookmark: JUMP_SEQ_158][bookmark: MOKUJI_85]３　知事は、前項の規定により勧告した場合において必要があると認めるときは、当該勧告を受けた事業者に対し、当該勧告に基づいて講じた措置及びその結果について、報告を求めることができる。
[bookmark: JUMP_SEQ_159][bookmark: JUMP_SEQ_160][bookmark: MOKUJI_86][bookmark: JUMP_JYO_24_4_0]（不当な取引の未然防止）
[bookmark: JUMP_SEQ_161]第二十四条の四　知事は、事業者が不当な取引行為を行うおそれがあると認めるときは、消費者に不利益が生ずることを未然に防止するため、必要な調査又は指導を行うことができる。
[bookmark: JUMP_SEQ_162][bookmark: MOKUJI_87]２　知事は、前項の規定による調査又は指導を行うため必要があると認めるときは、当該事業者に対し、資料の提出又は事情の説明を求めることができる。
[bookmark: JUMP_SEQ_163][bookmark: JUMP_SEQ_164][bookmark: MOKUJI_88][bookmark: JUMP_JYO_24_5_0]（緊急被害防止措置）
[bookmark: JUMP_SEQ_165]第二十四条の五　知事は、事業者が不当な取引行為を行うことにより相当多数の消費者に不利益を生じさせるおそれが高いと認める場合において、当該不利益の発生又は拡大を防止するため緊急の必要があると認めるときは、当該不当な取引行為の内容、当該不当な取引行為を行っている、又は行うおそれのある事業者の氏名又は名称及び住所その他必要な事項を県民に明らかにするものとする。
[bookmark: JUMP_SEQ_166][bookmark: JUMP_SEQ_167][bookmark: MOKUJI_89]第四章　苦情の処理及び訴訟の援助に関する施策
[bookmark: JUMP_SEQ_168][bookmark: MOKUJI_90][bookmark: JUMP_JYO_25_0_0]第二十五条　削除
[bookmark: JUMP_SEQ_169][bookmark: JUMP_SEQ_170][bookmark: MOKUJI_91][bookmark: JUMP_JYO_26_0_0]（知事の消費者苦情の処理）
[bookmark: JUMP_SEQ_171]第二十六条　知事は、消費者苦情の申出があつたときは、速やかにその内容を調査し、当該消費者苦情を解決するため、あっせんその他の必要な措置を講ずるものとする。この場合において、知事は、必要があると認めるときは、当該消費者苦情に係る事業者に対し、資料の提出又は説明を求めることができる。
[bookmark: JUMP_SEQ_172][bookmark: MOKUJI_92][bookmark: JUMP_JYO_27_0_0]（委員会の調停）
[bookmark: JUMP_SEQ_173]第二十七条　知事は、前条の規定によるあっせんその他の措置によって解決することができなかつた消費者苦情については、これを委員会の調停に付することができる。
[bookmark: JUMP_SEQ_174][bookmark: MOKUJI_93]２　委員会は、調停のため必要があると認めるときは、当事者その他の関係人の出席を求め、その意見を聴くことができる。
[bookmark: JUMP_SEQ_175][bookmark: MOKUJI_94][bookmark: JUMP_JYO_28_0_0]（訴訟の援助）
[bookmark: JUMP_SEQ_176]第二十八条　知事は、消費者が事業者を相手に提起する訴訟（民事訴訟法（平成八年法律第百九号）第二百七十五条に規定する和解及び民事調停法（昭和二十六年法律第二百二十二号）による調停を含む。以下同じ。）が、次の各号のいずれにも該当する場合には、委員会の意見を聴いて、当該訴訟を提起する者に対し、規則で定めるところにより、当該訴訟に要する費用の貸付けその他の必要な援助を行うことができる。
[bookmark: JUMP_SEQ_177][bookmark: MOKUJI_95]一　委員会の調停によって解決されなかつた消費者苦情に係るものであること。
[bookmark: JUMP_SEQ_178][bookmark: MOKUJI_96]二　一件当たりの被害額が規則で定める額以下の消費者苦情に係るものであること。
[bookmark: JUMP_SEQ_179][bookmark: MOKUJI_97]三　同一又は同種の被害が多数発生し、又は発生するおそれがある消費者苦情に係るものであること。
[bookmark: JUMP_SEQ_180][bookmark: MOKUJI_98]四　その他規則で定める要件に該当するものであること。
[bookmark: JUMP_SEQ_181][bookmark: JUMP_SEQ_182][bookmark: MOKUJI_99][bookmark: JUMP_JYO_29_0_0]（貸付金の返還）
[bookmark: JUMP_SEQ_183]第二十九条　前条の規定により訴訟に要する費用の貸付けを受けた者（以下「借受者」という。）は、当該訴訟が終了したときは、規則で定めるところにより、当該貸付金を返還しなければならない。
[bookmark: JUMP_SEQ_184][bookmark: MOKUJI_100]２　知事は、前項の規定にかかわらず、借受者が規則で定めるやむを得ない理由により貸付金を返還することができないと認める場合には、当該貸付金の全部又は一部の返還を免除することができる。
[bookmark: JUMP_SEQ_185][bookmark: MOKUJI_101][bookmark: JUMP_JYO_29_2_0]（知事への申出）
[bookmark: JUMP_SEQ_186]第二十九条の二　県民は、事業者がこの条例の定めを遵守していないため、消費者の権利が侵されていると信じるに足りる相当の理由があるときは、知事に対しその旨を申し出て、適切な措置をとるべきことを求めることができる。
[bookmark: JUMP_SEQ_187][bookmark: MOKUJI_102]２　知事は、前項の規定による申出があつたときは、その内容を調査し、その申出に理由があると認めるときは、この条例に基づいて適切な措置をとるものとする。
[bookmark: JUMP_SEQ_188][bookmark: MOKUJI_103]３　知事は、県民の消費生活の安定と向上を図るため必要があると認めるときは、第一項の規定による申出の内容並びにその処理の経過及び結果を県民に明らかにすることができる。
[bookmark: JUMP_SEQ_189][bookmark: JUMP_SEQ_190][bookmark: MOKUJI_104]第五章　生活関連物資に関する施策
[bookmark: JUMP_SEQ_191][bookmark: MOKUJI_105][bookmark: JUMP_JYO_30_0_0]（価格等の調査）
[bookmark: JUMP_SEQ_192]第三十条　知事は、県民の消費生活との関連性が高い物資（以下「生活関連物資」という。）について、必要に応じ、その価格の動向、需給状況及び流通の実態に関し調査を行うものとする。
[bookmark: JUMP_SEQ_193][bookmark: MOKUJI_106]２　事業者は、前項の規定による調査に協力するものとする。
[bookmark: JUMP_SEQ_194][bookmark: MOKUJI_107][bookmark: JUMP_JYO_31_0_0]（物資の指定及び調査）
[bookmark: JUMP_SEQ_195]第三十一条　知事は、生活関連物資の供給が著しく不足し、若しくは価格が著しく上昇し、又はそのおそれがある場合において、県民の生活に重大な影響を及ぼすと認めるときは、当該物資を特別の調査を要する物資として指定するものとする。
[bookmark: JUMP_SEQ_196][bookmark: MOKUJI_108]２　知事は、前項の規定により指定された物資（以下「特定生活関連物資」という。）について、供給の不足の原因、価格上昇の原因その他必要な事項に関し速やかに調査するものとする。
[bookmark: JUMP_SEQ_197][bookmark: MOKUJI_109]３　知事は、第一項に規定する事態が消滅したと認めるときは、同項の規定による指定を解除するものとする。
[bookmark: JUMP_SEQ_198][bookmark: MOKUJI_110][bookmark: JUMP_JYO_32_0_0]（不当な事業活動の是正勧告）
[bookmark: JUMP_SEQ_199]第三十二条　知事は、事業者が特定生活関連物資の円滑な流通を不当に妨げ、又は適正な利得を著しく超える価格でこれを販売していると認めるときは、当該事業者に対し、不当な事業活動を是正するよう指導し、又は勧告するものとする。
[bookmark: JUMP_SEQ_200][bookmark: MOKUJI_111]第六章　削除
[bookmark: JUMP_SEQ_201][bookmark: JUMP_SEQ_202][bookmark: MOKUJI_112][bookmark: JUMP_JYO_33_0_0]第三十三条及び第三十四条　削除
[bookmark: JUMP_SEQ_203][bookmark: JUMP_SEQ_204][bookmark: MOKUJI_113]第七章　雑則
[bookmark: JUMP_SEQ_205][bookmark: MOKUJI_114][bookmark: JUMP_JYO_35_0_0]（関係行政機関への要請）
[bookmark: JUMP_SEQ_206][bookmark: _GoBack]第三十五条　知事は、県民の消費生活の安定及び向上を促進するため特に必要があると認めるときは、関係行政機関に対し、適切な措置をとるよう要請するものとする。
[bookmark: JUMP_SEQ_207][bookmark: MOKUJI_115][bookmark: JUMP_JYO_36_0_0]（情報提供）
[bookmark: JUMP_SEQ_208]第三十六条　知事は、この条例の他の規定に定めるもののほか、消費生活の安定及び向上を促進するため必要があると認めるときは、消費者からの相談又は苦情に係る商品若しくは役務又はこれらの取引行為に関する情報、事業者が消費者に供給する商品の試験、検査等の結果に係る情報、委員会の調停の結果に係る情報、生活関連物資又は特定生活関連物資の価格の動向等の調査の結果に係る情報等を消費者に提供するものとする。
[bookmark: JUMP_SEQ_209][bookmark: MOKUJI_116]２　知事は、消費者の利益の擁護及び増進を図るため必要があると認めるときは、消費者からの相談又は苦情に係る商品若しくは役務又はこれらの取引行為に関する情報等を事業者に提供することができる。
[bookmark: JUMP_SEQ_210][bookmark: JUMP_SEQ_211][bookmark: MOKUJI_117][bookmark: JUMP_JYO_37_0_0]（立入検査等）
[bookmark: JUMP_SEQ_212]第三十七条　知事は、第十八条第一項、第二十四条の三第一項、第二十四条の四第一項又は第三十一条第二項の規定による調査のため必要があると認めるときは、当該調査に係る事業者に対し報告を求め、又はその職員をして、その事務所、事業所その他の場所に立ち入り、帳簿、書類その他の物件を検査させ、若しくは関係人に質問させることができる。
[bookmark: JUMP_SEQ_213][bookmark: MOKUJI_118]２　前項の規定により、立入検査又は質問をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者の請求があつたときは、これを提示しなければならない。
[bookmark: JUMP_SEQ_214][bookmark: MOKUJI_119]３　第一項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。
[bookmark: JUMP_SEQ_215][bookmark: JUMP_SEQ_216][bookmark: MOKUJI_120][bookmark: JUMP_JYO_38_0_0]（公示）
[bookmark: JUMP_SEQ_217]第三十八条　知事は、次の場合には、その旨を広島県報で公示しなければならない。
[bookmark: JUMP_SEQ_218][bookmark: MOKUJI_121]一　第二十三条第一項の規定により基準を定めた場合（当該基準を変更し、又は廃止した場合を含む。）
[bookmark: JUMP_SEQ_219][bookmark: MOKUJI_122]二　第二十四条の二の規定により不当な取引行為を指定した場合（当該指定内容を変更し、又は廃止した場合を含む。）
[bookmark: JUMP_SEQ_220][bookmark: MOKUJI_123]三　第三十一条第一項の規定により特定生活関連物資の指定をし、又は同条第三項の規定により当該指定を解除した場合
[bookmark: JUMP_SEQ_221][bookmark: JUMP_SEQ_222][bookmark: MOKUJI_124][bookmark: JUMP_JYO_39_0_0]（公表）
[bookmark: JUMP_SEQ_223]第三十九条　知事は、事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、その旨を公表することができる。
[bookmark: JUMP_SEQ_224][bookmark: MOKUJI_125]一　第十八条第二項、第二十三条第四項、第二十四条の三第二項又は第三十二条の規定による勧告に従わなかつたとき。
[bookmark: JUMP_SEQ_225][bookmark: MOKUJI_126]二　第三十七条第一項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は同項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、若しくは同項の規定による質問に対し答弁をせず、若しくは虚偽の答弁をしたとき。
[bookmark: JUMP_SEQ_226][bookmark: JUMP_SEQ_227][bookmark: MOKUJI_127][bookmark: JUMP_JYO_40_0_0]（委任）
[bookmark: JUMP_SEQ_228]第四十条　この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。
[bookmark: JUMP_SEQ_229][bookmark: MOKUJI_128][bookmark: JUMP_SEQ_230]附　則　略
